
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

大統領選挙と「民意」

11月２日に行われたアメリカ大統領選挙は，ブッシュ大統領が接戦を制し，51％の票を獲

得して勝利した。対立候補のゴアが得票数で上回った2000年の前回選挙同様，拮抗した予測

の難しい選挙であった。

選挙の予測といえば，1936年のアメリカ大統領選挙が有名である。この時，大手のリテラ

リー・ダイジェスト誌は230万人から得た調査への回答をもとに，共和党のランドンの勝利

を予測したが，無名であったギャラップ社は3,000人といわれるわずかなサンプルをもとに

民主党のルーズベルトが勝利するとした。結果はルーズベルトが60％の得票率で勝利し，そ

の後リテラリー・ダイジェスト誌は廃刊に追い込まれ，ギャラップ社は米国を代表する世論

調査会社となっていった。リテラリー・ダイジェスト誌の調査対象は自誌の購読者など比較

的豊かな層に偏っていたが，ギャラップ社は，調査対象者の居住地や年齢などの構成が有権

者全体の構成に近くなるよう，注意して抽出したのである。アンケート調査の初歩を学ぶ際，

サンプリングの重要性を示す例として引き合いに出される話である。

さて，今回の大統領選挙は，イラクにおける混乱が拡大するなかで，従来に増して国際的

注目を集めた。10月には，朝日新聞など10か国の新聞が共同で実施した世論調査結果が発表

されたが，10か国のうち８か国で，ケリー支持が上回ったとされる。そしてこの選挙結果は

対テロ戦争への信任と受け止められ，ブッシュ大統領はその勝利宣言のなかで，これは「歴

史的な勝利」であり「すべての同盟国とともにテロとの戦いを遂行する」と宣言した。

ところが，その後のさまざまな報道からは，アメリカ国民の民意がもう少し複雑であるこ

とが読み取れる。CNNによれば，選挙の際に民間調査会社が行った出口調査結果では，最

も重視する政策課題として道徳など価値観をあげた人が22％と多く，経済対策が20％，テロ

対策が19％，イラク政策が15％であった。同性結婚や妊娠中絶を容認する民主党の政策は，

とくに宗教界で共和党支持を急速に広げたといわれ，この結果，共和党はかつての民主党の

地盤であった南部を席巻し，民主党は西海岸と東部で支持を集める結果となった。対テロ政

策でブッシュ支持が多かったことは間違いないが，倫理問題があるかぎりケリーは勝利でき

なかったのだという見方にも説得力がある。

このように，民主主義の本家を自認するアメリカでも民意を正確に知ることはなかなか難

しいようである。わが国においてはどうであろうか。農業問題をはじめ，意見が割れる問題

が多いが，国民は正確な情報を得ているだろうか，そして民意を反映させる手段を十分持っ

ているだろうか。いろいろと考えさせられることの多い大統領選挙であった。

（（株）農林中金総合研究所基礎研究部長　石田信隆・いしだのぶたか）

今 月 の 窓

99年４月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，

『農林漁業金融統計』から最新の統計データ

がこのホームページからご覧になれます。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2004年11月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・導入が進む「森林環境税」

――先行県における事例を中心に――

・韓国における農業人口高齢化と負債問題

・中山間地域農業の現状と課題

――集落営農の視点から――

・アメリカにおけるＢＳＥ発生と日米政府の対応

・穀物自給率の基礎的要因と日本の位置

――耕地，所得，人口の157か国比較分析――

・イタリアの有機農業，そして地域社会農業

――ローカルからのグローバル化への対抗――

・漁業系廃棄物処理の現状と課題

――魚類残滓のリサイクルを主体に――

【協同組合】

・2002年度の農協経営の動向

――組織・事業の現況と変化への対応――

【組合金融】

・2003年度の農協の自己住宅資金動向

【国内経済金融】

・借家ニーズの変化を探る

――要求水準の高まりに対応――

・個人への国債販売

・最近の金融機関のリテール戦略－２

――豊田信用金庫のリテール戦略――
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